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一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認可に 

関する処理方針等通達の一部改正について 
 
 
 

 「一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認可に関する処理

方針」（平成１３年１２月５日付国自旅第１１６号）、「一般乗合旅客自動

車運送事業の運賃及び料金に関する制度（平成１３年１２月５日付国自旅第

１１８号）」及び「一般乗合旅客自動車運送事業の実施運賃、協議運賃及び

軽微運賃の届出並びに変更命令に関する処理要領（平成１３年１２月５日付

国自旅第１１７号）」の一部を別紙新旧対照表のとおり改正したので、事務

処理上、遺漏のないよう取り計らわれたい。 

 なお、本件については、公益社団法人日本バス協会会長あて別添のとおり

通知したので申し添える。 



別紙１

一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金の上限の認可に関する処理方針（平成 13 年 12 月 5 日付国自旅第 116 号）の一部改正案 新旧対照表

改 正 現 行

第２ 上限認可の対象 第２ 上限認可の対象

上限認可の対象は、次のとおりとする。 上限認可の対象は、次のとおりとする。

１．業種区分 １．業種区分

（略） （略）

２．運賃及び料金の種類 ２．運賃及び料金の種類

上限認可の対象となる運賃及び料金の種類は以下のとおりとする。 上限認可の対象となる運賃及び料金の種類は以下のとおりとする。

（１）片道普通旅客運賃 （１）片道普通旅客運賃

（略） （略）

（２）通勤定期旅客運賃及び通学定期旅客運賃 （２）通勤定期旅客運賃及び通学定期旅客運賃

・ １ヶ月定期旅客運賃の算出方法を認可対象とし、これを基礎として ・ １ヶ月定期旅客運賃の上限を認可対象とし、これを基礎として設定

設定通用期間に応じて算定される額を、当該定期旅客運賃の上限認可額 通用期間に応じて算定される額を、当該定期旅客運賃の上限認可額とみ

とする。 なす。

ただし、１ヶ月定期旅客運賃以外の設定通用期間に係る定期旅客運賃 ただし、１ヶ月定期旅客運賃以外の設定通用期間に係る定期旅客運賃

の算出方法の認可を受ける場合は、この限りではない。 の上限の認可を受ける場合は、この限りではない。

（３）普通回数旅客運賃 （３）普通回数旅客運賃

・ 券片式、カード式等の乗車券の形態を問わず、割引率の最も低いも ・ 券片式、カード式等の乗車券の形態を問わず、割引率の最も低いも

の（割引を行わないものを含む。）の算出方法を認可の対象とし、これ の（割引を行わないものを含む。）を上限認可の対象とし、これを基礎

を基礎として券片数等の異なる回数に応じて算定される額を、当該回数 として券片数等の異なる回数に応じて算定される額を、当該回数旅客運

旅客運賃の上限認可額とする。 賃の上限認可額とみなす。

ただし、異なる券片数等に応じた異なる割引率による回数旅客運賃の ただし、異なる券片数等に応じた異なる割引率による回数旅客運賃の

算出方法の認可を受ける場合は、この限りではない。 上限の認可を受ける場合は、この限りではない。

（４）届出の対象となる料金以外の料金 （４）届出の対象となる料金以外の料金

なお、バスの業種区分ごとに設定を義務付ける上限運賃の種類は以下のと なお、バスの業種区分ごとに設定を義務付ける上限運賃の種類は以下のと

おりとし、これ以外の上限運賃の設定は事業者の任意とする。 おりとし、これ以外の上限運賃の設定は事業者の任意とする。

イ．上限認可対象の業種区分：片道普通旅客運賃の設定 イ．上限認可対象の業種区分：片道普通旅客運賃の設定

ロ．一般バス：制度通達Ⅱ．第５．５－２．３．（１）、第５．５－３．３． ロ．一般バス：制度通達Ⅱ．第５．５－２．３．（１）、第５．５－３．３．

に定める通勤定期旅客運賃及び通学定期旅客運賃の設定（１ヶ月定期旅 に定める通勤定期旅客運賃及び通学定期旅客運賃の設定（１ヶ月定期旅

客運賃に限る。）又は普通回数旅客運賃の設定（割引率の最も低いもの（割 客運賃に限る。）又は普通回数旅客運賃の設定（割引率の最も低いもの（割



別紙２

一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度（平成 13 年 12 月５日付国自旅第 118 号）の一部改正案 新旧対照表

改 正 現 行

Ⅰ 総則 Ⅰ 総則

２ 用語の定義 ２ 用語の定義

(9) 「特定路線運賃」とは、自社又は他社の路線と競合する場合に共通乗車 (9) 「特定路線運賃」とは、自社又は他社の路線と競合する場合に共通乗車等

等利用者の利便を図る観点から運賃調整が必要な場合、又は運賃設定上の 利用者の利便を図る観点から運賃調整が必要な場合、又は運賃設定上の不

不合理を調整する場合にあって、自社の基準賃率等により算出される上限 合理を調整する場合にあって、自社の基準賃率等により算出される上限運

運賃額を上回る運賃額の設定を行う運賃をいう。 賃額を上回る上限運賃額の設定を行う運賃をいう。

Ⅱ 上限運賃及び実施運賃 Ⅱ 上限運賃及び実施運賃

第３．上限運賃の水準に関する特例 第３．上限運賃の水準に関する特例

１．特定路線運賃 １．特定路線運賃

次に該当する場合にあっては、自社の基準賃率等により算出される上限運賃 次に該当する場合にあっては、自社の基準賃率等により算出される上限運賃

額を上回る運賃額の設定を特定路線運賃として設定することができるものとす 額を上回る上限運賃額の設定を特定路線運賃として認めることができるものと

る。ただし、当該運賃額は、実施運賃額が常にこれと同額となる確定上限運賃 する。ただし、当該上限運賃額実施運賃額を常にこれと同額とする確定上限運

として取り扱うものとする。 賃として取り扱うものとする。

(1) 他の事業者との競合路線における運賃調整 (1) 他の事業者との競合路線における運賃調整
他の事業者との競合路線において共通乗車の実施等により利用者利便の向 他の事業者との競合路線において共通乗車の実施等により利用者利便の向

上を図ろうとする場合であって、運行回数等のウェイト面で主として経営す 上を図ろうとする場合であって、運行回数等のウェイト面で主として経営す

る事業者の運賃額に調整上げする場合又は同程度の運行回数等であって両者 る事業者の運賃額に調整上げする場合又は同程度の運行回数等であって両者

の平均運賃額に調整上げする場合。 の平均運賃額に調整上げする場合。

(2) 自社の路線相互間の運賃調整 (2) 自社の路線相互間の運賃調整
一部経過地が異なる自社路線の同一停留所間又は近傍停留所間で運賃を同 一部経過地が異なる自社路線の同一停留所間で運賃を同額に設定する必要

額に設定する必要がある場合であって、運行回数等のウェイト面で主たる路 がある場合であって、運行回数等のウェイト面で主たる路線の運賃額に調整

線の運賃額に調整上げする場合又は同程度の運行回数等であって両路線の平 上げする場合又は同程度の運行回数等であって両路線の平均距離による運賃

均距離による運賃額に調整上げする場合。 額に調整上げする場合。

(3) その他
これまでに(1)又は(2)による運賃調整を行った路線において、引き続き、

利用者利便を図ろうとする場合、先乗り安や乗継ぎ安等の不合理を是正する

場合又は道路の付け替えに係る新規路線の設定等実質的な並行路線と認めら

れる場合

２．面的競合の場合 ２．面的競合の場合



別紙３

一般乗合旅客自動車運送事業の実施運賃、協議運賃及び軽微運賃の届出並びに変更命令に関する処理要領（平成 13 年 12 月５日付国自旅第 117 号）の
一部改正案 新旧対照表

改 正 現 行

第３ 実施運賃、協議運賃及び軽微運賃の内容 第３ 実施運賃、協議運賃及び軽微運賃の内容

１ 実施運賃は、適用範囲、区間等に応じた確定額によるものとし、運賃表（い １ 実施運賃は、適用範囲、区間等に応じた確定額によるものとし、運賃表（い

わゆる三角表等）にあっては上限運賃額、現行実施運賃額及び変更実施運賃 わゆる三角表等）にあっては上限運賃額、現行実施運賃額及び変更実施運賃

額の別を明確にするものとする。 額の別を明確にするものとする。

また、制度通達Ⅱ．第３．１．又は２．で定める運賃を設定する場合にあ

っては、上限運賃額ごとに運賃調整の内容を明確にするものとし、第４ １．

（１）１）に該当する基本運賃を設定する場合にあっては、当該内容を明確

にするものとする。

なお、道路運送法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 40 号。以下 なお、道路運送法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 40 号。以下「改
「改正法」という。）附則第４条の規定により、認可を受けた若しくは届け 正法」という。）附則第４条の規定により、認可を受けた若しくは届け出たと

出たとみなされる運賃等を引き続き適用しようとする場合は、現行運賃表の みなされる運賃等を引き続き適用しようとする場合は、現行運賃表の訂正等

訂正等を求めないものとする。 を求めないものとする。

２～４ （略） ２～４ （略）

附 則（令和５年５月３１日 国自旅第５３号）

１ 本取扱要領は、令和５年５月３１日以降に届け出るものから適用する。

２ １にかかわらず、施行規則第８条第４項の規定により実施運賃を添付して

いる申請のうち、改正日以後に認可するものにあっては、改正後の規定によ

る追加申請を求めることができる。



運行回数等のウェイト面で主として経営する事業者が均一制、特殊区間制又 運行回数等のウェイト面で主として経営する事業者が均一制、特殊区間制又

は地帯制を採っている都市部において、いわゆる面的に競合する事業者につい は地帯制を採っている都市部において、いわゆる面的に競合する事業者につい

ては、次の何れにも該当する場合に限り、原価計算を行わず主として経営する ては、次の何れにも該当する場合に限り、原価計算を行わず主として経営する

事業者の運賃額と同額までの調整を認めるものとする。 事業者の運賃額と同額までの調整を認めるものとする。

なお、これまでに当該規定による運賃調整を行った路線において、引き続き、

利用者利便を図ろうとする場合も同様とする。

(1) 当該制度適用地域内における全事業者の当該地域運送収入に対して、主と (1) 当該制度適用地域内における全事業者の当該地域運送収入に対して、主と
して経営する事業者の当該地域運送収入が７０％を超える場合、又は、当該 して経営する事業者の当該地域運送収入が７０％を超える場合、又は、当該競

競合する事業者の当該地域運送収入が１０％未満の場合。 合する事業者の当該地域運送収入が１０％未満の場合。

(2) 当該競合する事業者の全地域運送収入に対して、当該地域運送収入が３０ (2) 当該競合する事業者の全地域運送収入に対して、当該地域運送収入が３０
％未満の場合。 ％未満の場合。

第４．運賃及び料金の計算方法等 第４．運賃及び料金の計算方法等

１．運賃計算基準賃率 １．運賃計算基準賃率

１－３ 運賃計算キロ程・時間及び基準賃率の計算単位 １－３ 運賃計算キロ程・時間及び基準賃率の計算単位

(1) 距離制運賃 (1) 距離制運賃
運賃計算キロ程は、別に定める場合を除いて、各停留所間の実キロ程 運賃計算キロ程は、別に定める場合を除いて、各停留所間の実キロ程

とする。運賃計算キロ程は、キロ未満１位までとし、２位以下は１位に とする。運賃計算キロ程は、キロ未満１位までとし、２位以下は１位に

４捨５入する。なお、各停留所間の実キロ程は、運賃等上限設定（変更） ４捨５入する。なお、各停留所間の実キロ程は、運賃等上限設定（変更）

認可申請時に実測のうえ確認するものとし、距離制基準賃率は１０銭単 認可申請時に実測のうえ確認するものとし、距離制基準賃率は１０銭単

位とする。 位とする。

(2) 基準賃率計算上の１０銭未満の端数は切り捨てるものとする。 (2) 基準賃率計算上の１０銭未満の端数は切り捨てるものとする。
(3) その他基準賃率を用いた標準的な運賃の計算方法については、第７． (3) その他基準賃率を用いた標準的な運賃の計算方法については、第７．
３．による。 ３．による。

２．上限運賃の水準に関する特例による割増適用の場合 ２．上限運賃の水準に関する特例による割増適用の場合

(1) 特殊割増 (1) 対キロ区間制の場合
割増適用区間の運賃計算キロ程又は上限運賃額のいずれかについて、次の 割増適用区間の運賃計算キロ程を次式により計算したキロ程とする。

計算による運賃額とする。 当該停留所間の実キロ程×（１＋割増率）

ｲ. 当該停留所間の実キロ程×（１＋割増率） (2) その他の場合
ﾛ. 当該停留所間の上限運賃額×（１＋割増率） 次式により計算する。

当該停留所間の上限運賃額×（１＋割増率）

(2) （略） (3) （略）



附 則（令和５年５月３１日 国自旅第５３号）

１ 本制度は、令和５年５月３１日以降に申請又は届け出るものから適用す

るものとする。

２ 改正日前に申請を受け付けたもののうち、改正日以後に認可するものにあ

っては、改正後の規定を適用できる。

３ 上限運賃の変更を伴わない申請については、当分の間、従前の規定による

ことができる。



引を行わないものを含む。）に限る。）ただし、制度通達Ⅰ．２．（８）に 引を行わないものを含む。）に限る。）ただし、制度通達Ⅰ．２．（８）に

定める特別初乗運賃に係るものを除く。 定める特別初乗運賃に係るものを除く。

３．運賃及び料金の額 ３．運賃及び料金の額

上限認可の対象となる運賃及び料金の額は、運賃及び料金ごとに原則とし 上限認可の対象となる運賃及び料金の額は、運賃及び料金ごとに原則とし

て、制度通達Ⅱ第４．に定める計算方法により算定された確定額とする。 て、制度通達第５に定める計算方法により算定され運賃表（いわゆる三角表

ただし、基準賃率により片道普通旅客運賃を算出する運賃の制定形態にあ 等）に明記される確定額とする。

っては、制度通達Ⅱ．第３．３．に定める初乗運賃額を除き、基準賃率及び

算出方法を認可の対象とし、これを基礎として算定された額を上限運賃額と

する。

なお、基準賃率により片道普通旅客運賃を算出する運賃の制定形態にあっ

ては、制度通達Ⅱ第３．１．又は２．で定める運賃を設定する場合は、その 5

運賃調整の方法を具体的に定めるものとする。

４．運賃及び料金の適用方法 ４．運賃及び料金の適用方法

上限認可の対象となる運賃及び料金の適用方法は、制度通達Ⅱ．第５に定 上限認可の対象となる運賃及び料金の適用方法は、制度通達Ⅱ．第５に定

めるところにより、運賃及び料金の種類ごとにその適用範囲を具体的に定め めるところにより、運賃及び料金の種類ごとにその適用範囲を具体的に定め

たものとする。 たものとする。

５．運賃及び料金の制定形態及び設定地域 ５．運賃及び料金の制定形態及び設定地域

（略） （略）

第５ 上限運賃の水準に関する特例 第５ 上限運賃の水準に関する特例

１．参入事業者の上限運賃の水準 １．参入事業者の上限運賃の水準

（略） （略）

２．特定路線運賃 ２．特定路線運賃

自社又は他社の路線と競合する場合に共通乗車等利用者の利便を図る観点 自社又は他社の路線と競合する場合に共通乗車等利用者の利便を図る観点

から運賃調整が必要な場合、又は運賃設定上の不合理を調整する場合にあっ から運賃調整が必要な場合、又は運賃設定上の不合理を調整する場合にあっ

ては、自社の基準賃率等により算出される上限運賃額を上回る運賃額の設定 ては、自社の基準賃率等により算出される上限運賃額を上回る上限運賃額の

を制度通達Ⅱ．第３．１に定めるところにより特定路線運賃として設定する 設定を制度通達Ⅱ．第３．１に定めるところにより特定路線運賃として認め

ことができるものとする。ただし、当該運賃額は、実施運賃額が常にこれと ることができるものとする。ただし、当該上限運賃額は、実施運賃額が常に

同額となる確定上限額として取り扱う。 これと同額となる確定上限額として取り扱う。

なお、制度通達Ⅱ．第３.２に定めるところにより、設定地域において運行 なお、制度通達Ⅱ．第３.２に定めるところにより、設定地域において運行

回数等のウェイト面で主として経営する事業者の路線（均一制、特殊区間制 回数等のウェイト面で主として経営する事業者の路線（均一制、特殊区間制

又は地帯制の場合に限る。）と競合（いわゆる面的に競合）するため、当該 又は地帯制の場合に限る。）と競合（いわゆる面的に競合）するため、当該事

事業者の運賃額に同調して設定する路線の運賃（１．の場合を含む。）につ 業者の運賃額に同調して設定する路線の運賃（１．の場合を含む。）について

いては、通常の上限運賃の取り扱いとし、特定路線運賃とはみなさないもの は、通常の上限運賃の取り扱いとし、特定路線運賃とはみなさないものとす



とする。 る。

３．初乗運賃 ３．初乗運賃

（略） （略）

４．割増運賃 ４．割増運賃

制度通達Ⅱ．第３．４に定めるところにより一般バスで深夜早朝に運行す 制度通達Ⅱ．第３．４に定めるところにより一般バスで深夜早朝に運行す

る場合等については、自社の基準賃率により算出される上限運賃額を上回る る場合等については、自社の基準賃率により算出される上限運賃額を上回る

運賃額を割増運賃として設定することができるものとする。 運賃額を割増運賃として設定することを認めるものとする。

この場合においては、当該割増運賃の額が適用の対象となる輸送に係る上 この場合においては、当該割増運賃の額が適用の対象となる輸送に係る上

限運賃額とする。 限運賃額とする。

第７ その他 第７ その他

１～４ （略） １～４ （略）

５ 実施時期等 ５ 実施時期等

本処理方針は、令和５年５月３１日以降に申請を受け付けたものから適用 本処理方針は、令和３年12月28日以降に申請を受け付けたものから適用する。

する。

附 則（令和５年５月３１日 国自旅第５３号）

１ 改正日前に申請を受け付けたもののうち、改正日以後に認可するものにあっ

ては、本通達の規定による追加申請がなされた場合において、改正後の規定を

適用する。

２ 上限運賃の変更を伴わない申請については、当分の間、従前の規定により処

理することができる。


